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学校名
所在地

(令和7年5月1日現在)

120 11 6
66 10 4健康科学部 リハビリテーション学科、作業療法学士（専門職） 専門職大学設置基準、理学療法士及び作業療法士法施行令

特徴
　和歌山リハビリテーション専門職大学は、南近畿地域で初めてリハビリテーション分野に特化した専門職
大学として創設された。理学療法学専攻と作業療法学専攻を設置し、実践力を備えた専門職の育成を目的
に、体系的かつ段階的な教育課程を構築している。
　本学の大きな特色は、授業の約3分の1が実技・実習で構成されている点にある。1,000時間を超える臨地
実務実習を段階的に行うことで、学生は実際の現場に即した専門的能力を身に付けることができる。また、
急性期病院やリハビリテーション専門病院、地域クリニックなどで豊富な経験を有する実務家教員が多数在
籍し、理論と実践を融合させた教育を展開している。
　授業は少人数制を基本としており、学生一人一人に応じたきめ細かな指導を可能としている。さらに、

　

１　大学の現況および特徴

現況

分野 関係法令等の名称

学校法人響和会 和歌山リハビリテーション専門職大学
〒640-8222 和歌山県和歌山市湊本町3丁目1番地

設置学科・コース等の情報

学科・コース等の名称
学生数
(人)

専任
教員数

実務家教員
数（内数）

健康科学部 リハビリテーション学科、理学療法学士（専門職） リハビリテーション分野 専門職大学設置基準、理学療法士及び作業療法士法施行令

リハビリテーション分野



３　分析観点ごとの自己評価

領域Ⅰ　専門職大学（リハビリテーション分野）の目的および学修成果

基準1
専門職大学（リハビリテーション分野）が担う使命に則して、目的が適切に設定
されていること。この目的には、当該専門職大学の育成しようとしている人材像
および個性・特色が明確に示されていること。

分析観点Ⅰ-1-1
専門職大学（リハビリテーション分野）の目的が、理念や使命に則して、適切に
設定されていること。

　和歌山リハビリテーション専門職大学は、専門職大学制度の趣旨に基づき、保健・医療・福祉分野におい
て、実践的かつ創造的な能力を発揮できる理学療法士および作業療法士の育成を目的としている。具体的に
は、高い倫理観と高度な専門知識を備え、対象者の健康の増進、心身機能および生活行為能力・運動機能の
回復、さらに疾病・障害の予防や幸福感の向上を目指して、作業や運動に焦点を当てた治療・指導・援助を
行う技能と実践力を有する人材の育成を目指している。また、創造力・応用力・探究心をもち、多職種と連
携・協調しながら、生きがいや生活の質の向上を支援し、地域社会に貢献できる理学療法士および作業療法
士を育成することを本学の使命としている。
　

　

　

　
「地域防災論」や「ふるさと・紀州学」など、地域に根ざした科目を積極的に取り入れ、地域社会に貢献で
きる人材の育成にも注力している。
　開学当初より地域との連携・協働を重視し、和歌山市との包括連携協定のもと、地域住民を対象とした健
康支援活動や公開講座、地域実習などを展開している。こうした取組により、本学は地域包括ケアシステム
を担う専門職の養成に貢献し、実践力・創造力・地域貢献力を兼ね備えた専門職業人を育成する大学として
の特色を確立している。

2　大学の目的・目標

目的・目標
　本学は、専門職大学制度の理念に基づき、実践的かつ創造的な教育研究を通じて、高度な専門的知識と技
能、豊かな人間性と高い倫理観を備えた理学療法士および作業療法士を育成し、地域社会の保健・医療・福
祉の発展に寄与することを目的としている。
 本学では、学生一人一人が主体的に学び続ける姿勢と探究力を備え、地域の課題を発見・解決できる力を育
むことを教育の根幹に据えている。さらに、地域包括ケアシステムを支える専門職業人として、チーム医療
や多職種連携に必要な知識・技能・態度を体系的に修得する教育課程を編成している。
　教育目標としては、基礎から応用、実践に至る段階的な学修を通じて、①高い倫理観とコミュニケーショ
ン力、②専門職としての高度な知識と実践力、③地域貢献を志向した課題解決力、④自己研鑽と継続的成長
への意欲、を備えた人材の育成を掲げている。



　本学では、カリキュラム・ポリシーおよびディプロマ・ポリシーに則した教育課程を通じて、段階的・体
系的に学修成果の獲得を目指しており、その成果は単位修得状況、修了率、国家試験合格率などの客観的指
標により示されている。令和7年3月には、理学療法学専攻および作業療法学専攻あわせて初めての卒業生を
輩出し、令和3年度入学者34名中20名が標準修業年限での卒業を果たした。卒業率については一定の課題が
認められるものの、本学では学生一人一人の学修到達度に応じた丁寧な指導を実施しており、必要に応じて
修業年限を延長するなど、学修成果の質の確保を重視した教育を行っている。その結果、卒業に至った学生
は、カリキュラムに基づく十分な知識・技能・態度を修得しており、専門職としての基盤を着実に身に付け
ている。また、国家試験においては、理学療法士・作業療法士ともに初年度の受験者全員が合格し、合格率
100％を達成した。これは、実務経験を有する教員による演習・実習中心の授業、臨地実務実習、卒業研究
など、実践重視の教育内容を通じて、確かな学修成果が積み上げられていることの証左である。
　以上のように、本学では、専門職大学（リハビリテーション分野）に求められる実践的かつ創造的な能力
の育成を着実に実現しており、初年度卒業生においても、制度の目的にかなった学修成果が確実に上がって
いることが客観的に確認されている。

分析観点Ⅰ-2-2
授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、専門職大学（リハビリ
テーション分野）に求められている学修成果があがっていること。

　本学では、すべての授業に対して学期末に授業評価アンケートを実施し、学生の満足度・理解度・自己成
長感などを調査している。アンケート結果は教員個人へのフィードバックに加え、FD活動や教学会議にて共
有され、教育の質改善に活用されている。令和5年度の後期授業評価においては、「授業内容への関心」
「授業の分かりやすさ」「教員の熱意」とする項目において、いずれも5段階中4.2以上の高評価を得てお
り、特に総合科目、次いで専門基礎科目が高い傾向にある。また、自由記述欄からは、「関心が深まった」
「分かりやすく楽しく講義が受けられた」など、学修成果の実感をうかがわせるコメントが寄せられた。
　これらの結果は、教育方法の適正さに加え、学修成果が学生自身に内在化されていることを示しており、
専門職大学に求められる教育成果が上がっていることの一つの裏付けとなっている。

基準2

分析観点Ⅰ-2-1

　

　この目的は学生便覧に明記されているほか、大学ホームページ等を通じて広く周知されており、教育課程
の編成や教育目標にも明確に反映されている。具体的には、地域との連携を通じた教育活動、段階的な臨地
実務実習、実務家教員による実践重視の授業などを通じて、地域社会に貢献する力を体系的に養成する体制
が整えられている。

【重点評価項目】専門職大学（リハビリテーション分野）に求められている人材
育成がなされていること。

単位修得・修了状況、資格取得等の状況から判断して、専門職大学（リハビリ
テーション分野）に求められている学修成果があがっていること。



　本学では、令和7年3月に卒業した第1期生20名を対象に、卒業後の就業先における学修成果の活用状況を
把握するため、卒業生アンケートを実施した（回答率60％）。その結果、卒業生の9割以上が「在学中に学
んだ専門知識は現在の業務に活かせている」と肯定的に回答しており、基礎教育で修得した知識が臨床現場
で機能していることが確認された。また、勤務先の多くが急性期・回復期医療機関であり、臨床実習で培っ
た実践力や多職種連携を意識した学びが現場で有効に活用されていることが明らかとなった。自由記載の中
でも、「臨床実習での経験が役立っている」「患者の立場に立って考える姿勢を学べた」といった肯定的な
意見が寄せられている。一方で、「講義の質や方法について改善の余地がある」「国家試験対策支援をさら
に充実させてほしい」といった要望も示されており、今後の教育改善に向けた課題も明確となった。
　就職先からの組織的な意見聴取は現時点では困難であるが、キャリア支援記録（個別面談・進路相談）や
卒業生との継続的な連絡を通じて情報収集を進めている。今後は卒業生調査を定期的に実施し、就職先から
のフィードバック体制の構築を検討することで、教育成果に関する外部評価の蓄積を図る。これらの取組に
より、ディプロマ・ポリシーに基づく学修成果を検証し、教育の質保証と改善に継続的に活用していく予定
である。

分析観点Ⅰ-2-3
卒業後の進路の状況等の実績や成果から判断して、専門職大学（リハビリテー
ション分野）に求められている学修成果があがっていること。

　令和7年3月に卒業した第1期生においては、就職を希望した全学生が医療・福祉領域の専門職として就職
し、就職率100％を達成した。卒業生は和歌山県内を中心とした医療機関等へ就職しており、大学で培った
専門的な知識・技能を基に、それぞれの現場で理学療法士・作業療法士としての専門性を発揮している。こ
れは、専門職大学に求められている「実務に直結する学修成果」が、卒業時点で達成されていることの具体
的な証左である。本学では、段階的にキャリア教育を行い、臨床実習での学びと結びつけながら、職業人と
しての自覚と実践的判断力を養成している。また、担任教員が中心となり、就職活動における計画立案、応
募書類の添削、面接指導に至るまで、きめ細かな個別支援を行っている。さらに、毎年開催している「就職
説明会」では、医療・福祉現場の第一線で活躍する専門職との交流を通じて、学生が現場理解を深め、適切
な進路選択につなげる機会を提供している。加えて、令和7年2月に実施された第60回理学療法士・作業療法
士国家試験においても、本学の受験者全員が合格し、国家試験合格率は100％を達成した。これは、卒業時
における専門的知識の修得と実践力の獲得が、十分な水準に到達していることを示す重要な成果である。
　以上のことから、本学の教育課程に基づいて修得された知識・技能・態度が、専門職としての実務能力に
結実しており、専門職大学に求められる学修成果が着実に達成されていると判断できる。

分析観点Ⅰ-2-4
卒業生や就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、専門職大学（リ
ハビリテーション分野）に求められている学修成果があがっていること。



領域Ⅰ　自己評価概要
　本学は、専門職大学制度の趣旨に則り、理学療法士および作業療法士として必要な高度な専門知識と実践
的技能、倫理観と豊かな人間性、そして地域社会に貢献する力を備えた専門職業人の育成を目的としてい
る。この目的は学則や大学ホームページ等で明示され、教育課程の編成、ディプロマ・ポリシーおよびカリ
キュラム・ポリシーに明確に反映されており、大学全体において共通理解が図られている。 教育課程は初年
次から段階的に学修成果を積み上げる体系で構成されており、臨地実務実習や卒業研究を通じて、理論と実
践の統合的な学びが可能となっている。また、実務経験を有する教員による指導や地域と連携した教育活動
が学修の質を高めており、国家試験合格率や就職率などの指標からも学修成果の妥当性・信頼性が確認され
ている。 授業評価やFD活動に基づく継続的な改善、進路支援体制の整備、実習指導者・卒業生・地域関係
者との連携により、教育の質保証体制も機能しており、専門職大学として求められる目的・目標および学修
成果の実現が図られていると自己評価している。

優れた点（成果が出ている点）

　初の卒業年次となる令和7年3月において、理学療法学専攻・作業療法学専攻ともに国家試験合格率が
100%で全国平均を上回り、かつ就職率100％を達成した点は特筆すべきである。特に、段階的な教育課程
の中で実務能力の育成に注力し、基礎から実践への体系的な指導が、専門職としての即戦力を育てているこ
とが成果に直結している。これは、専門職大学の制度的目的に対する明確な実績といえる。

特色ある点（エビデンスがないが、優れていると思う点）

　本学は南近畿地域で初めてのリハビリテーション専門職大学として設置され、地域医療・福祉との連携を
重視した教育展開を行っている。和歌山市と連携した公開講座、地域住民参加型の実習など、地域をフィー
ルドとした教育活動を通じて、学生に「地域に貢献する専門職」としての視点を早期から育成している。こ
れは本学の設立背景と立地を活かした実践的な地域密着型教育として、他大学と比較しても際立った特色で
ある。

改善が望ましい点

　第1期生の卒業率は約60％であり、一定の課題が認められる。また卒業アンケートからは、「講義の質や
方法について改善の余地がある」「国家試験対策支援をさらに充実させてほしい」といった要望も示されて
おり、今後の教育改善に向けた課題も明確となった。今後は、学修進捗に課題を抱える学生に対する早期支
援や学習習慣の定着支援を強化し、計画的な修了を促す体制の充実が求められる。
　また、学修成果の社会的評価を把握する手段として、卒業生アンケートの導入を進めているが、就職先か
らの系統的な意見聴取は現時点では実施できておらず、外部評価体制の整備が今後の課題である。これらの



改善を要する点

　本学では、第1期生から第3期生にかけて一定数の中途退学者が発生しており、特に入学後早期の退学例が
散見される。退学理由としては、学力不振、進路変更、家庭的事情、体調不良など多岐にわたるが、入学前
の職業理解不足に起因するものも一定数存在すると推察される。現在、学修支援体制や成績不振者への個別
面談等は実施されているが、中退に至るまでのプロセスの記録や分析、早期支援のフローは十分に体系化さ
れているとは言えない。今後は、入学前からの職業理解支援や初年次教育の充実に加え、学修支援の早期介
入体制を整備し、中退防止の観点からの全学的な支援システム構築が求められる。

領域Ⅱ　教育課程および教育方法

基準1

リハビリテーション専門職に求められる専門的知識・技能に加えて、命の大切さ
を基本とした職業倫理観を身につけ、クライアントの実態把握と生活の質向上を
図る人材育成をめざして、卒業認定・学位授与方針が、具体的かつ明確であるこ
と。

分析観点Ⅱ-1-1
卒業認定・学位授与方針が、命の大切さを基本とした職業倫理観を身につけ、ク
ライアントの実態把握と生活の質向上を図る人材育成をめざして、具体的かつ明
確に策定されていること。

　和歌山リハビリテーション専門職大学では、「命の大切さを基本とした職業倫理観を備え、クライアント
の実態を的確に把握し、生活の質の向上に貢献できる専門職業人の育成」を教育の根幹に据えており、その
考え方は卒業時に求める学修成果として、具体的かつ明確に方針化されている。この方針には、人間性と倫
理観の涵養、専門的知識と技能の修得、多職種と連携・協働するための対応力、生涯にわたり学び続ける姿
勢、地域社会への貢献意識と課題解決力などが含まれており、学生はこれらの要素を段階的に身に付けなが
ら学びを進めている。これらの卒業方針は、基礎から応用へとつながる講義・演習・臨床実習の教育課程の
構成に反映されており、各科目における到達目標や評価方法とも整合している。また、学生便覧や履修要
項、大学の公式Webサイトなどに掲載し、入学時および各年次でのガイダンス・履修指導等を通じて、学生
への周知も徹底している。
　このように、本学では教育理念に基づいた卒業時の学修成果を具体的かつ明確に定め、それに基づいた一
貫性のある教育と指導体制を整えている。

　

　

点については、PDCAサイクルの観点から継続的な改善を図り、専門職大学としての教育の質保証を推進し
ていく必要がある。



　本学のディプロマ・ポリシーでは、①人間性と倫理観、②専門的知識・技能と実践力、③多職種連携と柔
軟な対応力、④創造的・応用的に学び続ける姿勢、⑤地域貢献への探究心・研究心の5項目が明示されてお
り、これに即して学修成果を段階的に高めていく教育課程が設計されている。
　各授業科目には、学修目標が設定されており、カリキュラムマップを通じて、教育課程全体が体系的かつ
整合的に構成されていることが可視化されている。また、教育課程の編成にあたり、ディプロマ・ポリシー
との整合性を十分に考慮した設計を行っており、各科目における学修成果の確認も授業評価や成績等を通じ
て行われている。FD委員会より発行される授業評価アンケート調査報告書により毎年授業の在り方など提案
がなされ、必要に応じて教育課程の改善に取り組めるよう準備している。

分析観点Ⅱ-2-2
教育課程編成・実施方針が、①教育課程の編成方針、②教育方法に関する方針、
③学修成果の評価方針を具体的かつ明確に示していること。

　本学では、教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を、①教育課程の編成、②教育方法、③
学修成果の評価の三つの観点から明確に示している。
① 教育課程の編成方針
　学生便覧に示すカリキュラム・ポリシーおよび履修要綱に基づき、専門職業人に必要な知識・技能・態度
を段階的かつ体系的に修得できるよう、基礎教育・専門基礎・専門科目・臨地実務実習・総合演習を組み合
わせた教育課程を編成している。
② 教育方法に関する方針
　学生便覧および各科目のシラバスにおいて、講義・演習・実技・臨地実務実習等の教育方法を明記してい
る。これにより、学生は教育方法を事前に理解したうえで履修を行うことができ、主体的学修を促す仕組と
なっている。
③ 学修成果の評価方針
　各シラバスには到達目標および成績評価方法が明示されており、学生便覧にも成績評価基準が記載されて
いる。また、授業評価調査を学期末に実施し、その結果はFD活動や教学会議を通じて教員に周知され、翌学
期のシラバス改善や授業方法の見直しに活用されている。
以上のように、教育課程の体系性、教育方法の多様性、学修成果の評価方針が具体的かつ明確に示され、学
生に周知されている。

基準2

分析観点Ⅱ-2-1

リハビリテーション専門職に求められる専門的知識・技能に加えて、命の大切さ
を基本とした倫理観を身につけ、他の医療職と協調しつつクライアントの実態把
握と生活の質向上を図る能力（思考力、分析・判断力、応用力、コミュニケー
ション力等）の養成をめざして、教育課程編成・実施方針が、卒業認定・学位授
与方針と一貫性があり、具体的かつ明確であること。

教育課程編成・実施方針と卒業認定・学位授与方針とが整合的であること。



分析観点Ⅱ-3-2
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の資格取得に必要な授業科目が展開され
ていること。

　本学では、理学療法士および作業療法士の国家資格取得に必要な授業科目を、厚生労働省の養成校指定規
則に則り、体系的に配置している。具体的には、「人体構造学」「人体機能学」「運動学」「臨床医学各
論」などの専門基礎科目、「理学療法評価学・治療学」「作業療法評価学治療学」などの専門科目、さらに
「管理学」「地域理学療法学・作業療法学」など幅広い領域を網羅した内容となっている。
　加えて、長期の評価実習や総合臨床実習での臨床参加型授業を通じ、現場での応用力や実践力の修得が図
られており、教育課程全体を通じて国家試験合格および専門職としての実務能力が着実に育成される設計と
なっている。すべての必修科目と実習科目は、国家資格取得に必要な履修内容として適切に整備されてお
り、法的要件を満たしている。

基準3

協調性をもちつつ人間理解に富みデータ分析能力を備えたリハビリテーション専
門職の育成をめざして、教育課程の編成および授業科目の内容・水準が、体系的
かつ適切であること。また、教育課程の編成、授業科目、卒業要件等が、専門職
大学設置基準および関連法令に適合するものであること。

分析観点Ⅱ-3-1

生命・職業倫理、コミュニケーション論、情報リテラシー、基礎的な外国語・科
学科目等を学習する基礎科目および基礎・臨床医学、臨床実習、保健医療福祉等
を学習する職業専門科目が展開されていること。これらの基盤の上に、共生社会
の展開・実践、身体障害への支援（生活の質の改善・向上）、組織の経営・マネ
ジメント等を学習する展開科目および総合的学習を促進する総合科目が展開され
ていること。

　本学の教育課程では、1年次に「英語」「生命倫理」「情報処理」「IoT入門」など、職業倫理や情報リテ
ラシー、科学的思考を養う基礎科目を配置し、さらに、「人体構造学」「人体機能学」「運動学」などの専
門基礎科目を配置し、学生の初期能力を整える構成となっている。2年次以降では、「整形外科学」「神経
内科学」「評価学実習」、３年次に理学療法および作業療法の実務ならびに治療学などの職業専門科目を展
開し、専門的知識と実務能力の強化を図っている。
　また、展開科目として「ふるさと・紀州学」「地域活性企業論」「リーダーシップ論」等を設置し、多職
種連携や生活支援、地域マネジメントに関する知識を深める機会を提供している。4年次には「専門職連携
総合演習」など、総合的学修を目的とした科目群が配置され、全体として段階的かつ統合的な学びの体系が
確立されている。



基準4
臨地実務実習の管理運営体制が整備され、リハビリテーション分野の人材育成目
標に則して適切に運用されていること。

分析観点Ⅱ-4-1
臨地実務実習について、病院や診療所等の選定、実習内容および成績評価等に関
する管理運営体制が整備され、実施されていること。

　本学では、臨地実務実習の管理運営について、教育的意義を明確にしたうえで、施設選定から内容設計、
成績評価までを組織的に実施している。実習施設は、理学療法士・作業療法士の指導体制が整い、教育的支
援が可能な病院・診療所・施設を選定し、事前に施設見学や指導者会議を行って確認している。指導者につ
いては「指定講習」修了の確認を行い、あわせて長期講習や認定資格、病院機能評価などの情報も聴取し、
質の高い実習環境を整えている。実習内容は教育課程の目標に基づき、三者評価方式により学修成果の妥当
性を評価している。実習中も教員が訪問や相談対応を行い、進捗把握と支援に努めている。

分析観点Ⅱ-3-3
各授業科目について、到達目標が明示され、それらが段階的および体系的な授業
科目の履修の観点から適切な水準となっているとともに、到達目標に即した授業
内容となっていること。

　本学では、理学療法士および作業療法士の国家資格取得に必要な授業科目が、厚生労働省の養成校指定規
則に基づいて体系的に展開されている。各専攻では、人体構造学、人体機能学、運動学、臨床医学などの専
門基礎科目に加え、理学療法評価・治療学、作業療法評価・治療学、地域理学・作業療法学、障害別リハビ
リテーション学などの専門科目が計画的に配置されており、資格取得に必要な知識と技能の修得を段階的に
図るカリキュラムが編成されている。
　さらに、3〜4年次には臨床実習を履修することで、臨床現場に即した応用力や実践力の育成がなされてい
る。各科目は履修要項や教育課程表において明確に位置付けられており、法令上の要件を満たすだけでな
く、学生の国家試験合格と専門職としての実務遂行能力の習得を両立させる設計となっている。

分析観点Ⅱ-3-4 段階的かつ体系的な教育の実施が理解できる資料が学生に周知されていること。

　本学では、学生が自身の学修の流れや意義を正しく理解できるよう、段階的かつ体系的な教育課程の構成
を明示した資料を整備し、全学生に周知している。
　具体的には、学生便覧や履修要項において、1年次から4年次までの学修内容の系統的展開（基礎→専門→
展開→統合）を示す教育課程表、履修モデル、カリキュラムマップが掲載されている。これらの資料では、
各年次でどのような力を身に付け、どのように専門職として成長していくかが視覚的に理解できるよう工夫
されている。
　また、入学時や進級時のガイダンスにおいても、学生便覧を使用し、教職員が教育課程の全体像や履修の
意味付けについて説明を行い、学生の主体的な学修意欲と理解を促進している。これらの取組により、学生
が教育課程の構造を把握しながら、計画的かつ段階的に学修を進められる体制が確保されている。



　本学では、専門職連携（interprofessional collaboration）の視点を重視し、他の医療職およびクライア
ントとの円滑なコミュニケーション能力の育成を、教育の重要な柱として位置づけている。
　1年次には「生命倫理」「哲学」「教育学」「社会学」などの教養科目を通じて、人間理解や社会的関係
性に対する多角的な視点を養い、対人関係の基礎的素養を涵養している。2年次以降には「リーダーシップ
論」「チーム医療論」「ソーシャルスキル論」などを通じて、多職種連携や医療場面での具体的な対話・協
働に必要な実践的スキルを育成している。また、臨地実務実習や地域住民との交流プログラムにおいては、
クライアントと直接向き合う体験を重視し、信頼関係の構築に不可欠な傾聴力・表現力・態度の涵養を図っ
ている。

基準6

リハビリテーション分野の人材育成目標を反映した授業形態（講義、演習、実習
等）と学修指導方法が採用されていること。また、インターンシップ、客員・外
部講師などリハビリテーション分野関連機関と連携した教育上の工夫が行われて
いること。

分析観点Ⅱ-6-1
授業科目の区分、内容および到達目標に応じて、授業形態（講義、演習、実習
等）と学修指導方法が採用され、授業の方法および内容が学生に周知されている
こと。

　本学では、すべての授業科目において、目的・内容・到達目標に応じた授業形態（講義、演習、実習な
ど）と指導方法を選択し、明示的かつ一貫性のある教育が実施されている。シラバスには、目的・達成目
標・授業計画・授業形態・教科書名、参考書・評価方法・留意点などが詳細に記載されており、履修要項や
学内ポータルを通じて学生に周知されている。また、初年次ガイダンスや履修指導を通して、科目の目的と
学修プロセスについて教職員から丁寧に説明が行われている。
　さらに、アクティブラーニングの導入が進んでおり、演習やグループワーク等を活用した授業が複数展開
されている。これにより、学生は自らの学修方法を理解したうえで主体的に学びに取り組むことができてお
り、学修指導と周知体制は機能的に整備されていると評価できる。

分析観点Ⅱ-6-2
インターンシップや客員・外部講師などリハビリテーション分野関連機関と連携
した教育上の工夫が行われていること。

　本学では、臨床実習に加え、地域や関連機関との密接な連携を通じて、教室にとどまらない実践的な学び
を推進している。
① 地域実習の実施
　

 
　

　

基準5
他の医療職およびクライアントとのコミュニケーション能力の涵養が重視されて
いること。

分析観点Ⅱ-5-1
他の医療職およびクライアントとのコミュニケーション能力の涵養が重視されて
いること。



分析観点Ⅱ-6-3 単位の実質化への配慮がなされていること。

　本学では、「1単位＝45時間の学修時間」という大学設置基準に基づき、単位の実質化に十分な配慮がな
されている。各授業では、シラバスにおいて授業内活動に加えて、事前学修・事後学修の内容および時間数
を明示しており、全体で必要な学修時間を確保する設計となっている。特に、演習・実技・臨地実務実習等
では、対面の指導に加えて、自主学習やレポート課題の提示などを通じ、学生の主体的学修を促している。
　また、FD活動を通じて教員の授業設計や課題の提示方法に関する共有・改善も継続的に行われており、授
業評価アンケートでも「時期や時間数は適切か」という質問に対し、5段階中平均4.1以上と高評価を得てい
る。学修成果の評価においても、定期試験だけでなくレポート・発表・実技評価など多面的な方法を用い、
単位取得に見合う学修成果が求められている。

分析観点Ⅱ-6-4
社会人入学者、留学生等、多様な学修歴や職業歴をもつ学生に配慮した学修指導
が行われていること。

　本学では、学士入学者や社会人経験者など、多様な学修歴や職業歴を有する学生に配慮した学修支援を
行っている。入試専攻別入学者数一覧に示されるように、社会人経験を経て入学した学生が在籍しており、
担任教員と教務スタッフが連携して面談や履修相談を実施し、進路や生活背景に応じたきめ細かな対応を
行っている。
　卒業アンケート（社会人抜粋）においても、「個別相談が役立った」「学修を継続できた」との肯定的意
見が確認されており、社会人入学者への支援が一定の成果を上げていることが示されている。現在、留学生
の在籍はないが、社会人経験者への支援の経験を基盤に、多様な背景を持つ学生に公平かつ実効性のある学
修機会を保障する教育体制を整えている。

基準7 公正な成績評価が客観的かつ厳格に実施され、単位が認定されていること

　

 
　地元和歌山市をはじめ近隣地域の医療機関・福祉施設と連携し、学生全員を対象とした地域実習を実施し
ている（地域実習実施記録）。これは臨地実務実習の前段階として位置づけられ、地域におけるリハビリ
テーションの役割や現場理解を深め、実習への意識を高める機会となっている。
② 外部講師による教育の充実
　臨床現場の専門職や地域活動に携わる実務家を外部講師として招き、専門分野の授業や「地域防災論」な
どで実務に即した講義を行っている（外部講師一覧）。これにより、学生は最新の医療・福祉の動向を学ぶ
とともに、職業的ロールモデルとの出会いを通じて将来像を描く契機を得ている。授業評価調査において
も、外部講師の授業が有意義であったとの肯定的評価が得られている。
　このように、大学内部と外部現場を結び付けた教育上の工夫により、理論と実践を統合した学修が保証さ
れ、教育目標である即戦力としての専門職人材育成に資している。



　本学では、ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与方針）およびカリキュラム・ポリシー（教育課程
編成・実施方針）に基づき、成績評価基準を策定している。これにより、教育課程を通じて育成すべき能力
（専門知識・技能・倫理観・地域貢献意識等）が、評価基準と連動する形で可視化されている。
　具体的には、ディプロマ・ポリシーとの対応項目を明記し、定量的評価だけでなく実技・態度・思考過程
などの学修成果を多面的に評価できるよう設計されている。また、教務委員会において全学的に評価方針の
確認と見直しが行われており、個別科目のばらつきを是正し、学位授与の質を担保する体制が構築されてい
る。

分析観点Ⅱ-7-2
成績評価基準が学生に周知されていること。成績評価にあたり、平常点等の試験
以外の考慮要素の意義や評価における割合等が学生に周知されていること。

　本学では、成績評価の透明性と納得性を高めるため、各授業科目における評価基準・方法・配点の内訳を
明記し、学生に周知している。すべてのシラバスには、評価項目（定期試験、課題提出、実技試験、授業態
度など）とそれぞれの配点比率が具体的に記載されており、授業開始時のオリエンテーションにおいても教
員から口頭で補足説明がなされている。また、平常点（授業への積極的参加、提出課題、グループ活動への
貢献度など）は学習態度や過程を評価する重要な要素として位置付けられており、その意義と評価方法は学
生に明確に示されている。
　さらに、成績に関する疑義や確認が生じた場合には、学生が履修教員と個別相談できる体制も整えられて
おり、公正かつ信頼性のある成績評価が実現されている。

分析観点Ⅱ-7-3
成績評価基準に則して各授業科目の成績評価や単位認定が客観的かつ厳正に行わ
れていることについて、組織的に確認されていること。

　本学では、すべての授業科目における成績評価が、成績評価基準に則り客観的かつ厳正に行われているこ
とを、組織的に確認する体制を整えている。各教員は、あらかじめシラバスに明示された評価方法・配点に
基づき成績を評価し、提出された成績データは教務課が一次確認を行った後、教務委員会で学則および評価
基準への適合性を確認している。特に不自然な成績分布や評価配点の不整合がある場合には、委員会で修正
や再確認が求められる体制が構築されている。また、GPAの著しい乖離や科目間での評価ばらつきに関して
は、進級判定会議を通じ、必要に応じて確認と指導が行われており、恣意的な評価の排除と、単位認定の妥
当性確保に資する措置が講じられている。
　このように、成績評価の過程が個人の裁量に依存せず、組織的に検証・改善されていることにより、学修
成果に基づく厳格な単位認定が保証されている。

分析観点Ⅱ-7-4 成績評価に対する異議申立て制度が組織的に設けられていること。

分析観点Ⅱ-7-1
成績評価基準が、卒業認定・学位授与方針および教育課程編成・実施方針に則し
て定められている学修成果評価の方針と整合性をもって、組織として策定されて
いること。



分析観点Ⅱ-8-2 卒業要件が学生に周知されていること。

　本学では、卒業に必要な履修科目・単位数・配当年次などの卒業要件について、学生が主体的に理解し計

　

　

　本学では、成績評価に対する透明性と学生の納得性を確保するため、成績評価に関する異議申立て制度を
設置し、学生便覧および履修要項を通じて学生に周知している。
　学生は、自己の成績評価に疑義がある場合、成績通知後一定期間内に担当教員に申し出ることができ、そ
の対応に不服がある場合は、所定の手続きを通じて教務委員会を経由して正式な異議申立てが可能である。
この手続きにより、第三者的な立場から評価の妥当性・信頼性が確認され、必要に応じて再確認・修正がな
される体制が整っている。また、学生に不利益が生じないよう、申し出は適切な守秘義務の下で処理され、
申し出を理由とした不当な扱いが起きないようガイドラインにも明記されている。これにより、学生が安心
して学修評価に向き合える教育環境が整備されている。

分析観点Ⅱ-7-5
他の大学等において修得した単位や入学前の既修得単位等の認定に関する規定が
定められていること。

　本学では、他の大学・短期大学・専門学校等で修得した単位を適切に取り扱うため、既修得単位の認定に
関する規定を整備しており、学則および「単位認定に関する内規」にその詳細を明記している。
　転入学者、学士編入学者、または社会人入学者等を対象として、出身校の教育内容と本学の授業科目の到
達目標および内容が相当すると認められる場合、学則の範囲内（原則30単位を上限）で単位認定が可能とさ
れている。現段階で申請はなされていないが、審査は、履修科目のシラバスや成績証明書などの提出資料を
もとに、教務委員会と各専攻教員の審議を経て、学長が最終判断を行う。こうした手続きを通じて、単位認
定の客観性・妥当性を担保するとともに、学生の過去の学修成果を尊重し、柔軟かつ公正な単位認定が実施
されている。

基準8
卒業要件が卒業認定・学位授与方針に則して策定され、公正な卒業認定が実施さ
れていること。

分析観点Ⅱ-8-1 卒業要件が、卒業認定・学位授与方針に則して、組織的に策定されていること。

　本学では、卒業認定・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に基づき、学生が修得すべき能力・資質を
明確化したうえで、卒業要件を学則および履修要項において体系的・組織的に定めている。
　卒業認定・学位授与方針では、ディプロマ・ポリシーや育成すべき人材像として掲げており、これらを具
現化するため、専門職基礎科目、職業専門科目、展開科目、臨地実務実習、総合科目を段階的に履修し、所
定の単位を修得することを卒業要件としている。
　卒業要件の構成および各科目群の配置と位置づけは、カリキュラムマップや科目ナンバリングを通じて体
系化されており、必要があれば教務委員会および各専攻会議における審議を経て策定・継続的に見直しが行
われる予定である。これにより、卒業要件はディプロマ・ポリシーと一貫した内容として、組織的かつ合理
的に策定されている。



　本学では、産業界・地域社会との連携を重視し、教育課程の編成に地域ニーズと現場の専門的要請を反映
させる取り組みを行っている。和歌山県内の医療・福祉・保健分野の機関と連携し、臨床実習や地域実習、
外部講師の活用を通じて、地域の実情に即した実践的教育を展開している。また、産業界や医療福祉現場の
専門家を含む「教育課程連携協議会」を設置し、年1回の開催を通じてカリキュラムの編成・改善に関する
意見を収集・議論する機会を設けている。
　特に、地域の高齢化や災害リスクを踏まえた「地域健康支援の現状と課題」や「地域防災論」など、地域
特有の課題に対応できる専門職の育成を目的とした教育を提供している。また、展開科目「ふるさと・紀州

　

　
画的に学修できるよう、複数の媒体と機会を通じて周知を徹底している。
　具体的には、学生便覧や履修要項に卒業要件（科目区分別単位数、必修・選択科目、GPA制度など）を明
記しており、入学時および各年次の履修指導・ガイダンスにおいて、教員から詳細に説明が行われている。
また、大学の「学修支援システム（ポータルサイト）」においても、履修状況や卒業要件の進捗が可視化さ
れ、学生が自ら到達状況を把握できる環境が整えられている。
　さらに、学年担任制のもと、定期的な個別面談や成績相談を通じて、選択科目など必要な単位数や履修順
序についての確認と助言が行われており、卒業要件の誤解や履修漏れが生じないよう、きめ細かな配慮がな
されている。

分析観点Ⅱ-8-3 卒業要件に則して、卒業認定が実施されていること。

　本学では、卒業認定において、学則に定める卒業要件を満たすことを原則とし、当該要件に則して厳正か
つ客観的に審査が行われている。
　卒業認定のためには、定められた単位数（137単位）の修得に加えて、各科目の成績評価において一定の
基準を満たす必要がある。これらは履修要項および学生便覧に明記されており、成績入力・GPA評価・必修
単位の修得状況などが教務課と教員のダブルチェックにより確認される体制が整えられている。
　また、卒業認定は教務委員会および教授会の審議を経て決定されており、卒業に関わる判断は組織的な合
議によって透明性と公正性が担保されている。臨地実務実習や最終年次の評価においても、厳格な基準のも
とで認定が行われており、卒業認定は学内の教育ポリシーと整合的な判断に基づいて実施されている。

基準9
産業界・地域社会と連携した教育課程の編成が進められていること。また、教育
課程連携協議会が、定期的に開催され、機能していること。

分析観点Ⅱ-9-1 産業界・地域社会と連携した教育課程の編成が進められていること。



・講義・演習・実技・臨地実務実習を組み合わせ、主体的学修を促す教育方法を導入している。

　

　

学」では、歴史や文化を座学で学ぶとともに、伝統的な紀州おどり（ぶんだら節）についての専門家による
実技指導を受け、8月上旬の和歌山市の公式イベントに受講生全員（2年生）と教職員・事務職員が参加する
取組を継続している。
　このような産業界・地域社会と連携した教育により、幅広い視野を持ち、地域課題に柔軟に対応できる専
門職人材の育成体制が確立されつつある。

分析観点Ⅱ-9-2 教育研究活動等の展開に必要な教員が適切に配置されていること。

　本学では、専門職大学制度に基づき、教育研究活動の円滑な運営と質の担保を目的として、必要な教員が
専任・非常勤を含めて計画的に配置されている。
　理学療法学専攻および作業療法学専攻にそれぞれ、専門分野における博士号取得者や医療現場での豊富な
実務経験を有する実務家教員をバランスよく配置しており、教育・研究・実務の三要素を担保できる体制が
整っている。特に、専門職大学の特性に応じて、臨地実務実習や実技指導を担当する実務家教員が一定割合
以上在籍しており、現場に直結した教育の実践が可能となっている。
　また、カリキュラムの充実に合わせて新たな専任教員の公募や配置見直しも定期的に行っており、大学運
営会議等を通じて、教育課程と人員体制との整合性が常に検証されている。

領域Ⅱ　自己評価概要
　本学では、ディプロマ・ポリシーに基づき、カリキュラム・ポリシーを明確に設定し、地域と連携した教
育活動を展開している。講義・演習・実習を段階的に配置し、リハビリテーション専門職に求められる知
識・技能・態度を体系的に修得できるよう配慮されている。また、臨地実務実習を重視し、地域医療機関と
連携した実践教育を実施しており、地域の課題に対応可能な人材育成を推進している。成績評価、学修成果
の可視化、学位授与のプロセスにおいても、公正性と整合性のある制度が整備されている。

優れた点

・ディプロマ・ポリシーと整合した教育課程が体系的に構築され、学生便覧やシラバスを通じて明確に周知
されている。
・授業評価調査を通じたフィードバックがFD活動や教学会議で活用され、教育改善のサイクルが機能してい
る。
・成績評価の基準や異議申立て制度を学生便覧に明記し、公正性と透明性を担保している。

特色ある点



領域Ⅲ　教育研究実施組織

・地域実習や外部講師による授業など、関連機関と連携した教育を積極的に展開している。
・社会人入学者に対して、既修得単位の認定制度や個別面談を通じた学修支援体制を整えている。

改善が望ましい点

・授業評価調査の結果を用いた改善事例を、より体系的に整理・公開することで、教育改善の効果を外部に
示せるようにする必要がある。
・アクティブラーニングやPBL型教育の導入は進んでいるが、科目横断的な体系化にはさらなる工夫が求め
られる。

改善を要する点

・これまで一定数の中途退学が発生しており、学修支援や生活支援を含めた早期介入体制の整備が必要であ
る。
・外部評価体制については、教育課程連携協議会の機能を強化し、就職先や実習施設からの体系的フィード
バックを教育課程に反映させる仕組を強化する必要がある。

基準1
教育研究実施組織が、専門職大学（リハビリテーション分野）が担う使命を遂行
するために、適切に構成され、教育研究活動等の展開に必要な教員が適切に配置
されていること。

分析観点Ⅲ-1-1
教育研究実施組織が、専門職大学（リハビリテーション分野）が担う使命を遂行
するために、適切な構成となっていること。

　和歌山リハビリテーション専門職大学では、「地域に根ざし、実践力と人間性を兼ね備えたリハビリテー
ション専門職の育成」という建学の精神に基づき、教育研究実施組織を理学療法学専攻・作業療法学専攻の
2専攻により構成している。
　専門職大学設置基準（以下「設置基準」という。）第35条別表第一イの二以上の学科で組織する場合の一
学科の収容定員並びに専任教員数の規定に基づき、健康科学部リハビリテーション学科理学療法学専攻（入
学定員40名、収容定員合計160名）において10名、健康科学部リハビリテーション学科作業療法学専攻（入
学定員40名、合計160名）においては10名の専任教員が必要となる。リハビリテーション学科には、専門領
域ごとに教育・研究・臨床経験を有する専任教員(11名）および実務家教員(10名）が適切に配置されてお
り、基礎医学・臨床医学・リハビリテーション学・地域リハビリテーション等の分野をバランスよく網羅し
ている。教育課程に応じて、講義、演習、実習指導にそれぞれ上記適任の教員が配置されており、教育・研
究・地域貢献の三位一体で使命を遂行する体制となっている。将来的には、細分化され多岐にわたる教職員
の専門分野を考慮したうえで、教職員数のさらなる充実に向けて取り組む予定である。



　本学では、大学運営に関する重要事項は、最高審議機関である大学運営会議で審議され、さらに教育研究
活動の適正な運営と質の確保を図るために、学則および学内規程に基づいて拡大教授会を設置し、教育研究
に関する重要事項を組織的かつ継続的に審議・決定している。
　拡大教授会は学長を議長とし、専任教員全員および必要に応じて関係職員で構成されており、教育課程の
編成・変更、成績評価、卒業認定、学位授与、研究活動の方針、FD活動の企画等について、定例的に開催さ
れている。拡大教授会での議決事項は教務委員会・学生委員会等の委員会からの報告や提案をもとに議論さ
れ、全学的合意形成の場として機能している。
　さらに、教育研究における責任の所在は、専攻長および各委員会委員長に明確に割り当てられており、意
思決定プロセスにおける責任体系が構築されている。学長・副学長・事務局との連携のもと、教育と研究の
PDCAサイクル(計画→実行→確認→改善）が組織的に運用されている点において、専門職大学としてのガバ
ナンスが適切に整備されている。

基準3
教員と事務職員等との役割分担が適切であり、これらの者の間の連携体制が確保
され、教職員の管理運営に関する能力を向上させる取組が実施されていること。

分析観点Ⅲ-3-1
教員と事務職員等とが適切な役割分担のもと、必要な連携体制が確保されている
こと。

　本学では、教育研究活動と大学運営を効果的に遂行するために、教員と事務職員等の間で明確な役割分担
を行うとともに、円滑な連携体制を構築している。
　教員は教育課程の企画・運営、学生指導、研究活動を中心に担い、事務職員は教務、学生支援、財務、総
務等の実務を専門的に担当している。また、教員と事務職員による混成の常設委員会（教務委員会、学生委
員会、FD委員会、研究倫理委員会等）が設置されており、両者が共同して教育・研究・学生支援の質向上に
関わっている。
　さらに、日常的には教員と事務職員間での打ち合わせや情報共有が頻繁に行われており、学期前後の履修

基準2

分析観点Ⅲ-2-1

分析観点Ⅲ-1-2 教育研究活動等の展開に必要な教員が適切に配置されていること。

　本学では、理学療法学専攻および作業療法学専攻において、専門職大学として求められる「実践力の高い
専門職人材の育成」を実現するため、各専攻には、学術的視点を有する博士号取得者や研究業績のある専任
教員専任教員(11名）に加え、病院・介護施設・地域支援分野等での実務経験を有する実務家教員(10名）が
在籍し、専門分野の講義・演習・実技・実習を担っている。
　授業担当配置については、カリキュラムに対応した適正な担当数と専門分野の整合性を踏まえており、1
人の教員に負担が偏らないよう、教務委員会等で調整・確認が行われている。さらに、FD活動を通じて教育
力の向上を支援し、研究面でも科研費等の外部資金の獲得や学会発表が奨励される体制が整備されており、
教育研究活動の質と量を両立できる教員配置となっている。

教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能している
こと。

教授会等が、教育研究活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行なっ
ており、教育研究に係る責任の所在が明確になっていること。



領域Ⅲ　自己評価概要
  本学では、専門職大学の使命である「実践力と理論を兼ね備えた専門職人材の育成」を実現するため、教
育・研究・実務の各分野において十分な知識・経験を有する教員を、理学療法学専攻・作業療法学専攻に21
名の専任教員を配置している。教員と事務職員の適切な役割分担と連携体制が整備されており、大学運営会
議、拡大教授会および各種委員会を中心に、教育研究活動を推進・支援する運営体制が確立している。ま
た、FD・SD活動を通じて教職員の教育力・運営力の向上を図るとともに、実務家教員（10名）を中心とし
た地域連携教育へと展開している。

優れた点

・実務家教員を含む多様な教員配置がなされている点
　→ 医療・福祉施設等での実務経験を有する教員が10名在籍し、臨地実務実習や実践的授業を担当してい
る。
・拡大教授会・委員会を通じた組織的な意思決定体制の構築
　→ 拡大教授会の議事録や委員会設置要領が整備され、教育研究に係る方針決定が透明性をもって行われて
いる。
・FD・SD活動が継続的に実施されている点
　→ 毎年度のFD・SD年間計画に基づき、教育改善や運営能力向上のための研修が組織的に実施されてい
る。また専任教員の年齢別構成は40～49歳8名、50～59歳1名、60～69歳6名、70歳以上6名で、老壮青の
バランスがとれている。さらに、教育・研究においても全年齢的に推し進めている。

特色ある点

・本学教員の研究業績
　→本学教員のうち博士の学位をもつ者14名、修士の学位をもつ者５名となっている。学術論文の執筆を重
ねるなどの研究業績を有している。また、実務家教員の９割が高い教育研究能力を保持する博士・修士で占

　  

　  

　

　

　
登録、成績処理、実習対応、入試運営などにおいて、相互補完的に機能している。新任職員向けの研修、
FD・SD合同研修などを通じ、相互理解と専門性の向上を図る仕組みも整備されており、大学全体の運営体
制の実効性を支える基盤が構築されている。

分析観点Ⅲ-3-2
管理運営に従事する教職員の能力の質向上に寄与するため、スタッフ・ディベ
ロップメント（SD）が実施されていること。

　本学では、教職員の管理運営に関する能力を向上させ、大学全体の教育研究体制の質的充実を図るため、
SDを計画的に実施している。
　SD活動は、大学の運営にかかわる知識やスキルの向上を目的とし、FD、SDの研修を開催し、教育と運営
の両面に携わる全教職員が共通理解を深め、円滑な教職協働体制の構築を目指している。これらのSD活動
は、各部署や委員会からの要望や課題に基づき企画・実施されている。結果として、職員の業務遂行能力の
底上げと教職連携の強化が実現しており、専門職大学としての組織力向上に寄与している。



領域Ⅳ　学修環境

　和歌山リハビリテーション専門職大学では、本学が掲げるアドミッション・ポリシーに基づき、「他者を
尊重し、主体的に学ぶ意欲をもち、リハビリテーションを通して地域社会に貢献したいと考える者」を受け
入れることを基本方針として、入学者選抜を実施している。選抜方式は、総合型選抜、学校推薦型選抜（指
定校・公募制）、一般選抜、社会人選抜の複線的な制度を設け、多様な背景を持つ志願者に対応している。
各方式においては、筆記試験、小論文、面接、調査書等を組み合わせた多面的評価を導入し、知識・意欲・
適性を総合的に判断している。
　また、選抜に関する評価基準や実施手順は明文化されており、入試担当教職員への事前研修を通じて、公
正性・透明性が確保されている。合否の決定については、選抜委員会および教授会での最終確認を経てお

基準1

分析観点Ⅳ-1-1

　

められている。
・教員と事務職員の距離の近さによる迅速な情報共有、意思決定が可能な体制
　→ 小規模な大学であるため、教職員間の連携が取りやすく、教育運営が柔軟かつ迅速に行われている。
・新設校であることを活かし、教育組織や教員体制の柔軟な構築が可能
　→ 制度や運用が硬直化しておらず、教育方針に即した人事や運営体制の調整がしやすい。

改善が望ましい点

・専攻横断的な教育研究の推進
　→ 理学療法・作業療法学専攻間の連携教育や共通研究プロジェクトの強化が今後の課題である。
・研究活動支援のさらなる拡充
　→ 教員の学会発表・科研費申請等への支援体制はあるが、制度整備や事務的支援の強化が期待される。

改善を要する点

・教育研究活動の継続性と質を担保するための教員人事の確保・安定化
　→現在、本学では専門分野に応じた教員を適切に配置しているが、教員数は最小限の体制で運営されてお
り、一部の教員に教育・実習・大学運営業務が集中している傾向があるが、現在教育・実習・大学運営業務
分散に努めている。教員の異動や退職が大学運営全体に大きな影響を及ぼす構造となっており、教育研究活
動の持続性・安定性の観点からも課題が残る。
　特に、将来的な学生定員の維持・拡大や教育課程の充実を見据えた際、必要な専門領域に対応できる教員
人材の確保および計画的な後任者育成が必要である。

学修環境の維持・向上のために、入学者受入方針に則して入学者の受入が適切に
実施され、在籍者数および実入学者数が、収容定員および入学定員に対して適正
な数となっていること。

入学者受入方針に沿った体制・方法が採用され、入学者選抜が公正かつ適正に実
施されていること。



分析観点Ⅳ-2-1
教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が法令に基づき整備され、有効に
活用されていること。

　本学では、専門職大学設置基準および関係法令に基づき、理学療法学専攻・作業療法学専攻における教育
研究活動を円滑に実施するための施設・設備を計画的に整備しており、講義、演習、実習を通じて有効に活
用されている。教育活動の中核となる講義室、実習室、図書室、学生ラウンジ、教員研究室は、各専攻の教
育課程に対応する形で設置されており、理学療法・作業療法の実技訓練や臨床推論演習、グループディス
カッションなど多様な教育手法に適応可能な空間設計がなされている。また、ICT環境として、学内Wi-Fi、

　

　

り、組織的かつ責任ある判断体制が整備されている。

分析観点Ⅳ-1-2 収容定員に対する在籍者数の割合が適正であること。

　本学では、各専攻の収容定員に対して在籍者数が下回っている状況が続いているが、現時点では教育の質
を確保できる範囲で運営がなされており、講義・演習・実習等の学修機会が適切に提供されている。本学は
開学間もないこともあり、社会的認知の広がりや地域内の進学需要との乖離により、初期段階では定員充足
に至っていない。とはいえ、入学者の学修支援、国家試験対策、就職支援体制など、少人数教育の利点を活
かした丁寧な指導体制が整備されており、教育効果の維持に努めている。また、広報活動においては年20回
程度のオープンキャンパスの開催、および和歌山県内の全エリアの高校訪問を年間を通して実施している。
　今後は、志願者数の確保と定員充足に向けた広報活動や高等学校との連携強化を一層推進するとともに、
大学全体としての魅力向上と専門職人材育成の成果を社会に発信し、適正な在籍者数の確保に取り組んでい
く必要がある。

分析観点Ⅳ-1-3 入学定員に対する実入学者数の割合が適正であること。

　本学では、各専攻の入学定員に対して実入学者数（入学者率）が現在のところやや未達である。最新の実
績では、理学療法学専攻（定員40名）に対し実入学者数が34名、作業療法学専攻（定員40名）に対し14名
と、合計で定員に満たない状況が継続している。しかしながら、入学者一人一人に対してきめ細かな教育・
生活支援が行える点ではメリットを享受しており、教育の質を確保している。
　リハビリテーション教育評価機構による教育評価認定審査結果（令和7年4月）においては、両専攻ともに
適合となり、理学療法学専攻における特に優れた点として「1学年定員40名と少人数で教員との距離も近
く、きめ細かな指導体制を採用している」ことが挙げられた。今後は、高校や地域への広報強化、既存の学
生や卒業生を活用したプロモーション、オープンキャンパスの工夫など、募集戦略をブラッシュアップし、
現状の未充足を改善しながらも、質重視の教育体制を継続していく考えである。

基準2
教育研究組織および教育課程に対応した施設・設備（ICT環境、バリアフリー化
等を含む。）ならびに図書、学術雑誌等の教育上必要な資料が整備され、有効に
活用されていること。



　

プロジェクター、各教室にPC配置、オンライン授業に対応する配信設備等も配備され、教員・学生双方によ
る活用が進んでいる。これらの設備は教務課および各専攻の管理のもとで効率的に運用している。



　本学では、学生が授業時間外にも主体的に学修に取り組めるよう、自習環境や学修支援設備の整備と活用
を積極的に進めている。大学内には個別学習や複数人での学び合いや課題解決に適した複数の自主学習ス
ペース、および情報処理語学学習室が設置されており、基本として自由利用制で利用できる体制を整えてい
る。定期試験の1ヵ月より試験期間中は、放課後20時まで自習室を利用可能である。これにより、国家試験
対策、レポート作成、プレゼンテーション練習など、学習目的に応じた柔軟な活用が行われている。なお、
自習スペースには学生の要望に沿って、これまでに照明器具が増設され学習により適した環境となってい
る。
　また、通常の教室や一部の演習室・実習室についても、教員の許可のもとで授業時間外の利用を可能とし
ており、学修内容の復習や学生同士による実技練習に活用されている。特に、国家試験直前期には、必要に
応じて開室時間の延長や土曜開放が行われるなど、弾力的な運用がなされている。

基準3
教育研究活動を支える施設・設備を運用するための財政基盤が確立され、それら
の管理運営体制が整備され機能していること。

分析観点Ⅳ-2-4
自習室、グループ討議室、情報機器室、教室・教育設備等の授業時間外使用等に
よる自主的学修環境が整備され、効果的に利用されていること。

分析観点Ⅳ-2-2 施設・設備における安全性が配慮されていること。

　本学では、教育研究活動および学生生活における安全を確保するため、法令および大学独自の基準に基づ
いて、施設・設備の設計および運用において安全性に十分な配慮を行っている。校舎はバリアフリー対応を
基本とした設計となっており、スロープ、手すり、エレベーター、障がい者対応トイレが各フロアに設置さ
れている。さらに、災害時の安全確保のために、非常口、避難経路図、避難器具の整備、定期的な避難訓練
を実施し、全教職員と学生の防災意識を高めている。掲示板には和歌山市の防災マップを見やすく掲示し、
いつでも参照できるようにしている。また、図書室入口にはAEDを配備し、急変時対応にも備えている。
　これらの安全対策は、事務職員および学生委員会が中心となり、定期的な点検や改善に努めるとともに、
学生からの意見を反映する仕組も整備されており、安全で安心できる学修環境が確保されている。

分析観点Ⅳ-2-3
教育研究活動を展開する上で必要なICT環境が整備され、有効に活用されている
こと。

　本学では、教育研究活動の質的向上と学修支援のため、学内全域にわたりICT環境の整備を進めている。
全館に無線LANを整備しており、教職員および学生が保有する端末から学内外を問わず円滑に接続できる
ネットワーク基盤を構築している。教育用PC教室や各実習室にはプロジェクターや高解像度ディスプレイ、
実習記録のデジタル化に対応した端末を設置し、講義・実技を問わずICTを活用した教育が実施されてい
る。さらに、出席管理・履修管理・成績管理などを一元的に行う学内ポータルシステム（学務支援システ
ム：UNIPA）も運用しており、教職員と学生間の情報共有・連絡体制を円滑にしている。今後は、システム
連携や情報リテラシー教育の強化を通じて、さらに活用の高度化を図る予定である。



分析観点Ⅳ-3-1
教育研究活動を支える施設・設備を運用するために必要な予算を配分し、経費が
執行されていること。

　本学では、教育研究活動の質を維持・向上させるために、施設・設備の整備およびその運用に必要な予算
を、計画的かつ組織的に配分し、適正に執行している。年度当初に学長を中心とした大学運営会議におい
て、学習環境・教育機器・実習備品・図書資料など、教育研究に直結する施設・設備関連費用の予算が部門
別に編成される。各専攻からの要求をもとに、教育の到達目標や授業計画と整合性をとった必要経費を見積
もり、予算化するプロセスがある。執行にあたっては、会計規程に基づき、執行責任者および事務局会計担
当者による二重確認体制が取られており、使途の適正性・透明性が確保されている。
　さらに、年度末には執行実績の報告と次年度予算へのフィードバックが行われており、教育研究環境の維
持と改善が循環的に行われている。施設・設備の維持更新にも継続的な予算措置が講じられており、急な修
繕や新規機器導入の必要が生じた際には、予備費や補正予算による柔軟な対応が可能となっている。

分析観点Ⅳ-3-2 施設・設備の管理運営組織が、適切な規模と機能を有していること。

　本学では、教育研究活動および学生支援の基盤としての施設・設備が安定的に運用されるよう、管理運営
に関する明確な組織体制を整備し、適切な規模と機能を確保している。施設・設備の管理は、事務部を中心
に行われており、学科長、各専攻長や教員、教室の管理責任者との連携のもと、日常的な設備点検、備品管
理、修繕対応、年度ごとの設備更新計画などが体系的に実施されている。また、設備の使用状況や修繕履歴
は台帳により記録・保管され、必要に応じて関係部署と共有されている。
　さらに、災害対策や緊急時対応については、事務部が中心となって訓練・設備整備の体制を整えており、
物理的環境の維持に加えて、安全確保も視野に入れた総合的な運営がなされている。教育用施設・ICT設
備・図書室・実習室なども、それぞれ担当者が定められ、計画的な管理と利用支援が行われている。このよ
うに、施設・設備の管理運営は、組織的・機能的に分掌され、教育研究活動を安定的に支えるための基盤と
して機能している。

基準4 学生に対して、適切な履修指導、学修支援が行われていること。

分析観点Ⅳ-4-1
履修指導、学修相談・助言が、学生の多様性（履修歴や実務経験の有無等）を踏
まえて適切に行われていること。

　本学では、学生が自らの特性や学修状況に応じて主体的に学びを進められるよう、個別性を重視した履修
指導および学修支援体制を整備している。全学生に対しては、1年次より学年担任制度を導入し、学年担任
が履修登録時の指導や進級状況の確認、国家試験対策の学集習助言を定期的に行っている。また、成績が振
るわない学生に対しては、成績評価後に個別面談を実施し、履修計画の見直しや補習、再履修のサポートが
行われている。
　さらに、社会人経験者など多様な背景を持つ学生に対しては、教務委員が連携し、初年次教育の中で基礎
学力補強や学習習慣の定着支援に取り組んでいる。相談窓口としては、学年担任および学生委員会が日常的
な学習・生活相談にも応じており、必要に応じて教員や外部専門家との連携も図られている。このように、



　

　

本学では学生の学習進度や背景の違いに配慮しながら、きめ細かな履修指導と継続的な学修支援を実施して
おり、主体的学びを支援する体制が確立されている。

分析観点Ⅳ-4-2
障害のある学生、留学生、その他履修上特別な支援を必要とする学生に対する学
修支援を行う体制が整備されていること。

　本学では、すべての学生が平等に学習機会を享受できるよう、障害のある学生や、留学生、その他個別に
支援が必要な学生に対する学修支援体制を整備している。障害のある学生への対応については、事前申告・
相談体制を整え、入学時点から教務課および担任教員を中心に個別支援計画を策定し、必要に応じて授業方
法・試験方法・座席配置・レポート形式等の合理的配慮を実施している。また、施設面ではバリアフリー設
計（スロープ、手すり、エレベーター、障害者用トイレ等）を講じ、移動や利用に支障がないよう配慮して
いる。現在、本学では留学生の在籍はないが、将来的な受入を見据えて、多言語対応資料の整備や、学修用
語の簡素化など、受入体制の構築を進めている。さらに、精神的・身体的な健康課題を抱える学生、家庭の
事情や就業との両立を図る学生など、多様な背景を持つ学生に対しても、教職員間の連携のもとできめ細か
な支援が行われており、必要に応じて専門機関との連携も行っている。
　リハビリテーション教育評価機構による教育評価認定審査結果（令和7年4月）においては、両専攻ともに
適合となり、作業療法学専攻における特に優れた点として「学生生活継続のための柔軟な経済的支援は評価
される」との評価を得た。今後も、あらゆるサポートを必要とする学生に対して、適切な支援を提供可能な
体制を整備・実行していく考えである。

基準5
学生に対して、生活、進路、経済、ハラスメント等に関する相談・助言、支援等
が適切に実施されていること。

分析観点Ⅳ-5-1
学生の生活、経済、進路に関する相談・助言体制を整備し、必要な支援が行われ
ていること。

　本学では、学生が安心して学習に専念できるよう、生活・経済・進路に関する相談・助言体制を整備し、
必要な支援を適切に実施している。学生の生活・経済面については、事務部および各学年担任教員が中心と
なり、奨学金の申請・給付支援、生活上の困りごとに関する個別相談、健康面の助言などを随時受け付けて
おり、教員とも連携した体制が構築されている。経済的困窮者に対しては、日本学生支援機構の奨学金や授
業料減免制度の利用に加え、大学独自の支援策についても案内を行っている。進路支援については、学内に
就職支援室を整備し、就職委員の教員が学生の就職活動をサポートしている。個別面談による進路相談や履
歴書・面接対策、求人情報の提供、4年生の総合臨床実習終了後に学内での就職説明会の企画・開催などを
通じて、学生のキャリア形成を多面的に支援している。さらに、各専攻の教員とも密に連携し、国家試験の
成績状況や個人の希望を踏まえた実践的な助言が行われている。
　これらの支援体制は、学生便覧や学内ポータル等を通じて周知されており、学生アンケートでも一定の満
足度が確認されている。今後も相談内容の傾向分析と対応の充実を通じて、学生支援の質的向上を図ってい
く。



分析観点Ⅳ-5-2
各種ハラスメントに関して、被害者または相談者の保護が確保された組織的な体
制が構築されていること。

　本学では、学内におけるあらゆるハラスメント行為（セクシャル・アカデミック・パワーハラスメント
等）を未然に防止し、発生時には迅速かつ適切に対応するための組織的な体制を整備している。具体的に
は、「ハラスメント防止に関する規程」に基づき、学長直轄のもとにハラスメント対策委員会を設置し、対
策・防止のための方針立案、教育啓発、相談対応の体制を整えている。相談窓口は複数設けられており、学
生・教職員を問わず誰もが安心してアクセスできる体制となっている。相談者や被害者のプライバシーの保
護を徹底し、相談内容に関する守秘義務を厳守するよう明文化されており、報復防止措置についても制度上
明確に規定されている。必要に応じて学外の専門家（弁護士・臨床心理士等）との連携も可能な体制となっ
ており、第三者による公正な判断も確保されている。
　また、ハラスメントの未然防止を目的とした啓発講習や新任教職員向けの研修も実施しており、学内全体
の意識醸成にも努めている。これらの取組により、安心して学び、働くことのできるキャンパス環境の構築
が図られている。

領域Ⅳ　自己評価概要
　本学では、専門職大学としての教育理念に基づき、学生が主体的に学び、成長できる学習環境の整備に注
力している。講義・実習に必要な施設・設備は法令に準拠して整備されており、自習室やグループ討議室な
どの自主学習支援体制も構築されている。また、学生生活を包括的に支援するために、履修・生活・進路相
談、経済的支援、ハラスメント防止体制など、学生支援の枠組みが組織的に機能している。特に、就職支援
室の設置による進路サポートやICT環境の整備が進んでおり、安心して学べる環境の維持に努めている。

優れた点

・ICT環境の整備と活用が進んでいる点
　→ 全館Wi-Fi整備、学務支援システムによる履修・成績管理が実施されており、教育・事務両面でICTが
有効に機能している。
・就職委員会および学年担任を中心とした進路支援体制の整備
　→ 担当者が明確に置き、個別相談、ガイダンス、履歴書指導等を通じて、国家試験対策と並行した実践的
な支援が行われている。
・障害のある学生への合理的配慮体制が明文化・実施されている
　→ 学内規程に基づき、申請・対応・記録の仕組が整備され、学修上の支援実績がある。

特色ある点

・少人数制を活かした、きめ細かな学生支援が可能な学修環境
　→ 教員との距離が近く、授業時間外でも質問・相談しやすい雰囲気が醸成されている。

　  



領域Ⅴ　内部質保証
【重点評価項目】内部質保証に係る体制・手順が明確に規定され、適切に実施さ
れ、教育研究等の改善・向上が図られていること。

分析観点Ⅴ-1-1
教育研究活動等の質および学生の学修成果の水準について、継続的に維持、改
善・向上を図るための体制が整備されていること。

　和歌山リハビリテーション専門職大学では、教育研究活動および学生の学修成果の水準を継続的に維持・
改善・向上させるための内部質保証体制を構築しており、大学全体でPDCAサイクルに基づく教育の点検・
評価活動が推進されている。具体的には、学長を責任者とし、FD委員会は、学生の授業評価アンケート調査
を行い、その調査結果と分析に基づいて、各種授業の教育効果を高めるために、教員の教育技能の向上なら
びに能力の開発を図ることを目指している。その後、教務委員会がシラバス・試験・成績評価の点検を行
い、次年度の教育改善に活用している。また、カリキュラム全体の点検として、各科目の学修成果や進級
率・国家試験合格率などのアウトカム指標をもとに、定期的な見直しを実施している。
　内部質保証に関しては自己点検・評価委員会を設置し、教育の質保証に関しては、教育課程連携協議会を

　

　

　  
・バリアフリー設計に配慮された校舎構造
　→ エレベーターやスロープ、手すりが標準設置されており、誰にとっても移動しやすい環境が整ってい
る。

改善が望ましい点

・留学生受け入れ体制の明確化と実践的整備
　→ 現時点で留学生の在籍はないが、将来的な受入を見据えた多言語対応・支援制度の整備が課題である。
・学修支援設備（自習室など）の利用促進と利用状況の把握
　→ 設備は整っているが、利用率や満足度を定期的に分析し、運用改善を行う仕組が求められる。

改善を要する点

特記する事項なし

基準1



　

　
設置・運営し、第三者の視点を取り入れた評価と助言を受けている。これらの体制は、大学全体で共通認識
を持って継続的に運用されており、専門職大学としての実践的教育水準を確保しつつ、成果に基づいた教育
改善へとつなげる内部質保証の仕組が整備されている。
　なお、研究倫理委員会は、倫理審査や研究倫理講習・研究不正防止講習の推進のみならず、本学教員が旺
盛な研究教育活動を展開し、とくに専門職大学に独自な教育方法の開発研究に取り組むことを奨励してい
る。また、大学紀要委員会は、各教員の専門研究の成果はもちろん、新しい教育方法の研究開発成果を掲
載、さらに本学学生の学習成果で優れた水準に達したものを掲載することを編集方針にしている。これら各
種委員会の連携によって、教育研究の質と学生の学習成果の水準を継続的に改善・向上することを目指して
いる。
　

分析観点Ⅴ-1-2
自己点検・評価を実施するための評価項目が適切に設定され、具体的かつ客観的
な指標・数値を用いて教育の実施状況や成果が分析されていること。

　本学では、教育活動の実施状況および成果を定期的に把握・分析し、継続的な改善につなげるため、自己
点検・評価の実施体制の整備と評価項目の設定を行い、客観的なデータに基づく検証を行っている。自己点
検・評価の実施にあたっては、学長の下に設置された自己点検・評価委員会が中心となり、教務委員会等と
連携して、「教育目標の達成度」「カリキュラムの実施状況」「学修成果（成績・進級率・国家試験合格率
等）」「授業評価」「学生満足度」などの評価項目を定めている。これらは、ディプロマ・ポリシーおよび
カリキュラム・ポリシーとの整合性を図ったうえで設定されており、教育の妥当性と有効性を検証するため
の観点として機能している。
　具体的には、進級率・留年率・退学率、国家試験合格率、就職率、履修登録数などが数値化された評価指
標として運用されており、年次比較や目標値との乖離分析を通じて、改善の方向性を議論している。これら
の分析結果は、年度末に「自己点検・評価報告書」として取りまとめられ、学内共有および本学ホームペー
ジで公開されるとともに、外部評価にも活用されている。さらに、次年度の教育計画・FD活動・カリキュラ
ム編成に反映されることで、有効な教育改善の循環が図られている。

分析観点Ⅴ-1-3
自己点検・評価の結果を踏まえて決定された対応措置の実施計画に基づいて取組
がなされ、実施された取組の効果が検証されていること。

　本学では、自己点検・評価の結果をもとに改善が必要とされた事項について、対応方針と実施計画を策定
し、計画的な教育改善活動を実施している。さらに、その成果についても検証を行い、継続的な教育の質向
上につなげるPDCAサイクルが運用されている。自己点検・評価委員会において、授業評価、国家試験合格
率、履修状況、就職率、学生満足度等の指標分析に基づき、重点的な改善項目が整理される。その内容は、
教務委員会・FD委員会等と共有され、具体的な取組（例：授業方法の改善、学修支援体制の強化、進路相談
体制の見直し等）に反映される。
　たとえば、学生アンケート結果を受けて、演習・実習の時間配分の見直しや、アクティブラーニング等の
教授方法の改良が行われ、翌年度の授業評価において改善傾向が確認されている。また、個別指導の強化や

  
    



　本学では、私立学校法や学校教育法施行規則等の法令に基づき、大学として公表が義務付けられている情
報を、適切な形で学外に対して公開している。具体的には、本学公式ウェブサイト上に「情報公開」ページ
を設け、教育の方針、教育課程等の概要、組織、財務状況、自己点検・評価報告書などを掲載している。
 （https://wakayama.kyowa.ac.jp/information-disclosure/　参照）
　これにより、大学の運営状況や教育の質に関する情報を、受験生・保護者・地域社会・就職先など広範な
ステークホルダーに対して透明性をもって提供している。また、設置計画や学則、アドミッション・カリ
キュラム・ディプロマ・ポリシー、学費・納付金、取得可能な資格など、文部科学省通知「大学等における
教育情報の公開について（平成28年）」に基づく項目についても網羅的に公開されており、情報の正確性・
更新性にも配慮されている。
　これらの取組は、大学としての説明責任を果たすとともに、社会的信頼の確保および教育研究活動の質保
証に資するものである。

分析観点Ⅴ-2-2
社会からのフィードバックを教育研究等の改善・向上に資する体制が整備され機
能していること。

　本学では、地域社会や実習施設、卒業生、保護者、医療・福祉分野の専門職団体など、外部ステークホル
ダーからの意見・要望を教育研究活動の質向上に反映するための体制を整備し、実質的に機能させている。
本学では、外部委員を含む教育課程連携協議会を設置し、地域医療機関・福祉施設・自治体関係者からの意
見を継続的に聴取している。とりわけ、臨床実習における指導内容や人材ニーズに関するフィードバック
は、教育内容の見直しや実習指導法の改善に活かされている。
　また、卒業生アンケートの実施、および各専攻の臨床実習に関する臨床教育者会議や実習地訪問を活用し
た就職先施設への聞き取りを通じて、卒業後の実践力に関する評価を把握し、その内容をもとに教育課程の
調整や科目内容の再構成に反映している。
　これにより、現場で求められる能力を備えた人材育成につなげている。さらに、オープンキャンパスや保
護者懇談会で得られた意見も、学生支援体制の改善に活かされており、地域・社会との双方向の関係性を構
築した教育運営が推進されている。

　

　

国家試験対策講座の実施が行われ、両専攻ともに国家試験合格率100％といった成果指標に反映されてい
る。このように、自己点検・評価に基づいた改善が一過性の対応に終わらず、「実施計画の策定 → 取組の
実施 → 結果の検証 → 改善の再計画」へとつながる持続的な内部質保証体制が構築されている。

基準2
教育研究活動等に関する情報が適切に公表され、説明責任が果たされているとと
もに、社会からのフィードバックが教育研究等の改善・向上に活かされているこ
と。

分析観点Ⅴ-2-1 法令等が公表を求める事項が公表されていること。



分析観点Ⅴ-3-2
専任教員について、教員の教育活動および教育上の指導能力に関する評価を継続
的に実施し、それによって把握された事項に対して適切な取組が行われている
か。

　本学では、専任教員の教育活動および教育上の指導能力について継続的な評価を実施し、その結果を踏ま
えて教育力の維持・向上を目的とした具体的な取組を行っている。全専任教員に対して、学期ごとに実施さ
れる授業評価アンケートにより、学生からのフィードバックを収集しており、その結果は教務委員会および
FD委員会で集計・分析されたうえで、個別に教員へフィードバックされる体制を確立している。これによ
り、授業運営や教材の工夫、学生との関わり方における改善点が明確化され、次年度の授業設計へ反映され
ている。また、教員自身が教育目標の達成状況、指導法の工夫、課題点などを自己評価する機会を設けてい
る。これらの情報は、年2回のFD研修等を通じて、組織的に共有・活用されている。評価結果に基づき、必
要に応じて個別指導・ピアレビュー（相互観察）・模擬授業・FD研修などの改善措置が講じられており、実
効性のある教員育成の仕組が構築されている。
　これらの取組により、教育活動の質保証と専任教員の指導力向上が着実に図られている。

基準3

専門職大学（リハビリテーション分野）の教育に資する研究のあり方を踏まえ
て、リハビリテーション関連の学術的研究、リハビリテーションに関する知識・
技能の充実や刷新を伴う実務に基づいた研究に継続的に取り組み、教員の質が確
保されていること。さらに教育研究活動を支援・補助する者を含めて、それらの
維持・向上が図られていること。

分析観点Ⅴ-3-1

教員の任用および昇任等にあたって、リハビリテーション関連の教育研究上また
は実務上の知識、能力および実績に関する判断の方法等が明確に定められ、実際
にその方法によって任用、昇任させていること。

　本学では、専門職大学としての教育目的を踏まえ、教育・研究および実務の実績をバランスよく備えた人
材を教員として確保・育成することを基本方針とし、任用および昇任に関する判断基準を設定・運用してい
る。教員の任用にあたっては、「教員選考および昇任等に関する規程」に基づき、①リハビリテーション分
野における教育経験・実務経験、②学会発表・論文・著書等の研究実績、③チーム医療・地域連携・専門職
連携教育等への貢献度を、選考資料として客観的に評価している。特に、専門職大学として「実務家教員」
の任用に重きを置いており、臨床・地域での豊富な実績を有する教員を積極的に配置している。なお、職位
は文科省の教員審査によって決定される。
　昇任においても、教育・研究・地域貢献・学内委員活動等の実績が一定の基準に基づいて審査され、選考
委員会での協議と承認を経て決定される。また、教員が継続的に教育研究の質向上に努められるよう、FD活
動や研究支援制度の整備を通じて環境整備も進めている。
　このように、教員の採用・昇任に関しては、リハビリテーション教育の質を担保する実務的・学術的な観
点を持っており、専門職大学にふさわしい人材配置が実現されている。



分析観点Ⅴ-3-3
授業の内容および方法の改善を図るためのファカルティ・ディベロップメント
（FD）が組織的に実施されていること。

　本学のFD活動はつぎの３つを主要な柱として実施されている。
①FD委員会による学生授業評価アンケート調査
　毎年度前期・後期ごとに調査を行い、報告書を作成している。また各授業科目の調査結果はそれぞれ授業
担当教員に配布している。報告書の構成は、(イ)調査概要と調査票回収状況、(ロ)集計結果の分析および考
察、(ハ)教育方法の改善とカリキュラム改革への提案である。現在の調査票を採用して５年経過し、来年度
に調査項目等の改訂を検討している。
②FD・SD合同研修会
　学生・教職員の学習・就業環境の向上を図るため、原則として年２回のFD・SD合同研修会を実施してい
る。研修会のテーマは、高大連携教育ないし新入生導入教育、各種ハラスメント防止、障害者学生支援など
多岐にわたる。学外有識者・専門家を講師に招いての研修会開催、和歌山地区大学コンソーシアムが開催す
る研修会等への参加を実施している。今後も、分野別認証評価や外部評価の視点を取り入れたFD・SDの充
実が計画されている。
③特色ある教育方法の開発研究
　本学のFD活動で特筆すべき取組は、授業・実習実践を踏まえた新たな教育方法の開発研究が各教員によっ
て旺盛に進められていることである。これは、新たに設置された専門職大学に勤務する教員として、従来の
専門教育にはない新たな効果的な教育方法を開発しようという強い自覚と意欲の表れである。FD委員会は、
それらの研究成果に基づいて新たな教育方法の導入に関する研修会を企画する方針である。また、大学紀要
委員会は、現在編集中の本学紀要創刊号にそれらの研究成果を掲載する方針である。



優れた点

・自己点検・評価の実施・運用体制の確立
　→ 評価項目・手順が整備され、自己点検結果は年度末に報告書としてホームページ上で公開されている。
・FD・SD活動の組織的な実施による授業改善
　→ 学生アンケート結果や時代背景を考慮した必要度の高いFDのテーマ設定や、教員間の相互研鑽（学生
教育に関する学内外の教員による研究活動等）が実施されている。
・教員の任用・昇進における客観的・総合的評価
　→ 文科省の基準に沿って、理事長を筆頭とする複数名からなる選考委員会を経て、書面、面接による実
務・研究等の多側面からの客観的評価が行われている。

特色ある点

領域Ⅴ　自己評価概要
　本学では、専門職大学としての使命を踏まえ、教育研究活動の質を継続的に保証・向上させるための内部
質保証体制を整備している。自己点検・評価を軸にしたPDCAサイクルを大学全体で共有し、授業評価や学
修成果に関する定量的指標、学生や外部からの意見をもとにした改善活動が実施されている。また、教員任
用の客観性やFD・SD活動の整備などを通じて、教職員の資質向上と教育体制の強化が図られている。

分析観点Ⅴ-3-4
教育支援者や指導補助者に対して、質の維持・向上を図る取組が組織的に実施さ
れていること。

　本学では、教職員が一体となって教育・研究・管理運営に係る能力の向上を図るため、SD委員会とFD委
員会を合同で設置し、教員・職員からなる委員が合議のうえSD活動を進めている。SD活動における重点
は、学生教育と生活指導の両面における、学生ならびに保護者に対する丁寧かつ懇切な対応、教職員間の適
切な事務業務分担、そして教職員および学生間における各種ハラスメント行為の防止である。他に、年度当
初に実施される新任職員研修や、業務内容ごとの業務別OJT（On-the-Job Training）を実施している。こ
れにより、教員のみならず、教育支援者（事務職員等）に対しても、継続的な資質向上がもたらされる。ま
た、教育現場を支える基盤職員の専門性と対応力の向上が図られている。その他、３・4年生の臨床実習に
おける現場の臨床教育者（理学療法士・作業療法士の有資格者）を対象として、本学の実習の指導方針や成
績評価の方法、学生の修学状況に関する会議を、実習開始前に本学にて開催し連携を密にしている。
　このように、事務職員の研修の機会設定や、臨床教育者と本学教員との教育上の連携によって、大学全体
の教育支援体制の質を高める取組が行われている。

・新設大学として、外部からの意見を柔軟に受け入れた教育改善の実行体制
　→ 地域医療施設や実習施設、卒業生・保護者からの声をカリキュラムや支援体制に反映しやすい土壌が構

　  



改善が望ましい点

・自己点検結果の定量的効果測定と外部評価の定期的活用
　→ 改善の成果をより客観的に可視化するため、学修成果や教育改善の前後における定量的追跡と、外部評
価者によるレビュー導入が望まれる。
・質保証に関する学生・保護者への周知の充実
　→ FD・教育改善の内容や成果を学外にも積極的に発信することで、説明責任と信頼性を高める余地があ
る。

改善を要する点

・教員数と教育研究支援体制の拡充
　→ 実務・研究のバランスを保ちつつ、教育の質を担保するためのさらなる教員の確保・支援職員の育成が
課題である。
・教員の採用・昇任に関する規程の整備
　→ 教員の採用・昇任に関しては、リハビリテーション教育の質を担保する実務的・学術的な観点から総合
的に判断している。今後は基準を明文化する必要がある。

　  
築されている。
・委員会間および教職員間の密な連携、および学内意思決定の迅速さ
　→ 少人数での組織構成を活かし、委員会間の情報共有と実行力が高い。



領域 基準 分析観点 資料番号 資料名/ホームページURL
Ⅰ Ⅰ－1 Ⅰ－1-1 Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p1～3 教育課程の全体構成

大学ホームページ「教育目的」
①建学の理念

https://wakayama.kyowa.ac.jp/university-information/greeting/
②教育方針・AP・DP
https://wakayama.kyowa.ac.jp/university-information/educational-policy/

Ⅰ－2 Ⅰ－2-1 Ⅰ-2-1-① 入学生一覧表（非公開）

Ⅰ-2-1-② 卒業生一覧表（非公開）

Ⅰ-2-1-③ 第60回理学療法士国家試験及び第60回作業療法士国家試験結果 抜粋
Ⅰ-2-1-④ 臨床実習実施報告書（フォーマットのみ提出）（非公開）

Ⅰ－2-2 Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
Ⅰ－2-3 ［再掲］Ⅰ-2-1-③ 第60回理学療法士国家試験及び第60回作業療法士国家試験結果 抜粋

Ⅰ-2-3-① 就職状況一覧（進路先リスト）（非公開）

Ⅰ-2-3-② キャリア支援記録（個別面談・進路相談）（非公開）

Ⅰ-2-3-③ 就職説明会資料

Ⅰ－2-4 ［再掲］Ⅰ-2-1-② 卒業生一覧表（非公開）

［再掲］Ⅰ-2-3-② キャリア支援記録（個別面談・進路相談）（非公開）

Ⅰ-2-4-① 令和6年度卒業生アンケート結果報告書
Ⅱ Ⅱ－1 Ⅱ－1-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p1 ディプロマ・ポリシー

［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p28～30 履修要項
Ⅱ-1-1-① 授業科目概要

Ⅱ－2 Ⅱ－2-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p1～3 教育課程の全体構成
［再掲］Ⅰ-1-1-② 教育方針・AP・DP

https://wakayama.kyowa.ac.jp/university-information/educational-policy/
Ⅱ-2-1‐① カリキュラムマップ

Ⅱ-2-1‐② 教務委員会議事録（非公開）

Ⅱ－2-2 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p2 カリキュラム・ポリシー
［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p28～30 履修要項
［再掲］Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

Ⅱ-2-2-① シラバス

Ⅱ－3 Ⅱ－3-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
［再掲］Ⅱ-2-2-① シラバス

Ⅱ-3-1-① 教育課程表

Ⅱ－3-2 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
Ⅱ-3-2-① 厚生労働省指定規則対照表

Ⅱ－3-3 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

Ⅱ-3-3-①-1 実習の手引き（PT見学実習）
Ⅱ-3-3-①-2 実習の手引き（OT見学実習）
Ⅱ-3-3-①-3 実習の手引き（PT体験実習前半）
Ⅱ-3-3-①-4 実習の手引き（PT体験実習後半）
Ⅱ-3-3-①-5 実習の手引き（OT体験実習前半）
Ⅱ-3-3-①-6 実習の手引き（OT体験実習後半）
Ⅱ-3-3-①-7 実習の手引き（PT評価総合実習）
Ⅱ-3-3-①-8 実習の手引き（OT評価実習）
Ⅱ-3-3-①-9 実習の手引き（OT総合実習）
Ⅱ-3-3-② 年間スケジュール

Ⅱ－3-4 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
［再掲］Ⅱ-2-1‐① カリキュラムマップ

Ⅱ-3-4-① 入学ガイダンス予定表

Ⅱ-3-4-② 進級ガイダンス資料（選択科目表）

Ⅱ－4 Ⅱ－4-1 ［再掲］Ⅰ-2-1-④ 臨床実習実施報告書（非公開）

［再掲］Ⅱ-3-3-① 実習の手引き①～⑨

Ⅱ-4-1-① 実習施設一覧

Ⅱ-4-1-②-1 臨床実習指導者会議議事録（OT）
Ⅱ-4-2-②-2 臨床実習指導者会議議事録（PT）
Ⅱ-4-1-③-1 臨床実習評価マニュアル（チェックリストガイド）（OT）
Ⅱ-4-2-③-2 臨床実習評価マニュアル（チェックリストガイド）（PT）
Ⅱ-4-1-④ 臨床実習指導者表（非公開）

Ⅱ－5 Ⅱ－5-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

［再掲］Ⅱ-3-3-①-1 実習の手引き（PT見学実習）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-2 実習の手引き（OT見学実習）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-3 実習の手引き（PT体験実習前半）

和歌山リハビリテーション専門職大学　根拠資料一覧

Ⅰ-1-1-②



［再掲］Ⅱ-3-3-①-4 実習の手引き（PT体験実習後半）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-5 実習の手引き（OT体験実習前半）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-6 実習の手引き（OT体験実習後半）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-7 実習の手引き（PT評価総合実習）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-8 実習の手引き（OT評価実習）
［再掲］Ⅱ-3-3-①-9 実習の手引き（OT総合実習）
［再掲］Ⅱ-4-1-③-1 臨床実習評価マニュアル（チェックリストガイド）（OT）
［再掲］Ⅱ-4-2-③-2 臨床実習評価マニュアル（チェックリストガイド）（PT）

Ⅱ－6 Ⅱ－6-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

［再掲］Ⅱ-3-4-① 入学ガイダンス予定表

Ⅱ-6-1-① ポータルシステム画面（UNIPA）シラバス
Ⅱ-6-1-② アクティブラーニング授業資料（一部非公開）※一部非公開資料あり

Ⅱ－6-2 ［再掲］Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

Ⅱ-6-2-① 地域実習実施記録（一部非公開のため、現地にて閲覧）

Ⅱ-6-2-② 外部講師一覧（一部非公開）

Ⅱ－6-3 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p46 学則（教育課程・授業時間等）
［再掲］Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

Ⅱ－6-4 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p14 既修得単位の認定
Ⅱ-6-4-① 面談記録（非公開）

Ⅱ-6-4-② 入試専攻別入学者数一覧

Ⅱ-6-4-③ 令和6年度卒業生社会人入学者アンケート結果報告書
Ⅱ－7 Ⅱ－7-1 ［再掲］Ⅱ-2-1‐① カリキュラムマップ

［再掲］Ⅱ-2-1‐② 教務委員会議事録（非公開）

［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

Ⅱ－7-2 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p18～27 科目の概要と分類
［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

［再掲］Ⅱ-3-4-① 入学ガイダンス予定表

Ⅱ-7-2-① オフィスアワー担当表

Ⅱ－7-3 ［再掲］Ⅱ-3-1-① 教育課程表

Ⅱ-7-3-① 進級判定会議事録（非公開）

Ⅱ-7-3-② 成績報告書・集計簿（UNIPA）（非公開）
Ⅱ－7-4 Ⅱ-7-4-① 成績に関する異議対応の権限・手続きの規定・申し立て申請書

Ⅱ－7-5 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p14 既修得単位の認定
［再掲］Ⅱ-7-3-① 進級判定会議　議事録（非公開）

Ⅱ－8 Ⅱ－8-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p28・29 卒業に必要な単位数・構成科目の記載
［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p１ ディプロマ・ポリシー
［再掲］Ⅱ-2-1‐① カリキュラムマップ

［再掲］Ⅱ-2-1‐② 教務委員会議事録（非公開）

Ⅱ－8-2 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p28・29 卒業に必要な単位数・構成科目の記載
［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p１ ディプロマ・ポリシー
［再掲］Ⅱ-3-4-② 進級ガイダンス資料（選択科目表）

Ⅱ-8-2-① ポータルシステム画面（UNIPA） 履修状況・単位修得進捗の確認機能
Ⅱ－8-3 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p28・29 卒業に必要な単位数・構成科目の記載

［再掲］Ⅱ-8-2-① ポータルシステム画面（UNIPA） 履修状況・単位修得進捗の確認機能
Ⅱ-8-3-① 拡大教授会議事録 卒業認定の審議記録（非公開）
Ⅱ-8-3-② 成績表

Ⅱ－9 Ⅱ－9-1 Ⅱ-9-1-① 教育課程連携協議会 議事録
Ⅱ-9-1-②-1 協定書・覚書 地域との連携実績 1
Ⅱ-9-1-②-2 協定書・覚書 地域との連携実績 2

Ⅱ－9-2 ［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
［再掲］Ⅱ-8-3-① 拡大教授会議事録 教員配置や補充計画に関する審議記録（非公開）
Ⅱ-9-2-① 教員名簿

Ⅲ Ⅲ－1 Ⅲ－1-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧p45～58 学則・学内規程
［再掲］Ⅰ-2-1-① 入学生一覧表（非公開）

［再掲］Ⅰ-2-1-② 卒業生一覧表（非公開）

［再掲］Ⅱ-9-2-① 教員名簿

Ⅲ-1-1-① 学校法人組織図・業務分掌表

Ⅲ-1-1-② 委員会構成一覧

Ⅲ－1-2 別紙４ 教員研究実績票

［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
［再掲］Ⅱ-2-1‐① カリキュラムマップ

［再掲］Ⅱ-2-1‐② 教務委員会議事録（非公開）

［再掲］Ⅱ-6-2-② 非常勤講師一覧（非公開）

［再掲］Ⅱ-9-2-① 教員名簿

Ⅲ－2 Ⅲ－2-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧p45~58 学則・学内規程
［再掲］Ⅱ-2-1‐① カリキュラムマップ



［再掲］Ⅱ-7-3-① 進級判定会議事録（非公開）

［再掲］Ⅱ-8-3-① 拡大教授会議事録 卒業認定の審議記録（非公開）
［再掲］Ⅱ-9-2-① 教員名簿

［再掲］Ⅲ-1-1-② 委員会構成一覧

Ⅲ-2-1-① 大学運営委員会議事録（非公開）

Ⅲ－3 Ⅲ－3-1 ［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
［再掲］Ⅱ-7-3-① 進級判定会議事録（非公開）

［再掲］Ⅲ-1-1-① 学校法人組織図・業務分掌表

［再掲］Ⅲ-1-1-② 委員会構成一覧

Ⅲ－3-2 ［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
Ⅲ-3-2-① 大学教員の年齢、学位一覧（非公開）

Ⅳ Ⅳ－1 Ⅳ－1-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p1～3 教育課程の全体構成
大学ホームページ「教育目的」
①建学の理念

https://wakayama.kyowa.ac.jp/university-information/greeting/
②教育方針・AP・DP
https://wakayama.kyowa.ac.jp/university-information/educational-policy/

Ⅳ-1-1-① 入試要項・募集要項

Ⅳ-1-1-② 大学HP「入試情報」選抜方式・評価方法の記載
https://wakayama.kyowa.ac.jp/entrance-exam-information/
https://wakayama.kyowa.ac.jp/entrance-exam-information/application-requirements/

Ⅳ-1-1-③ 入試小論文評価表

Ⅳ-1-1-④ 選抜マニュアル・評価基準（非公開）

Ⅳ－1-2 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧p.45 収容定員（学年別・専攻別）の記載
Ⅳ-1-2-① 実入学者数・在籍者数（毎年4月1日現在)
Ⅳ-1-2-② 大学案内パンフレット

Ⅳ－1-3 Ⅳ-1-3-① オープンキャンパスの資料（来学者アンケート集計・分析結果）

Ⅳ－2 Ⅳ－2-1 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧Ｐ.71 フロアーマップ
Ⅳ-2-1-① 各実習室の鍵の貸出簿

Ⅳ-2-1-② 校内ネットワーク

Ⅳ－2-2 Ⅳ-2-2-① バリアフリー対応、手すり、照明等の安全仕様

Ⅳ-2-2-② 実習室・共用部の安全点検記録

Ⅳ-2-2-③ 火災・地震等に備えた定期訓練の記録

Ⅳ-2-2-④ 教職員・学生向けの災害対応マニュアル

Ⅳ－2-3 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧P.72~77 履修管理、成績確認、出席管理の運用
［再掲］Ⅳ-2-1-② 校内ネットワーク

Ⅳ－2-4 ［再掲Ⅰ-2-4-① 令和6年度卒業生アンケート結果報告書
Ⅳ-2-4-① 教室の時間外開放・自習支援体制の連絡（UNIPA画面の資料参照）

Ⅳ－3 Ⅳ－3-1 Ⅳ-3-1-① 設備・施設・備品等に関する予算配分一覧

Ⅳ-3-1-② 執行実績と成果の報告

Ⅳ－3-2 ［再掲］Ⅳ-2-2-② 実習室・共用部の安全点検記録

［再掲］Ⅳ-2-2-④ 教職員・学生向けの災害対応マニュアル

Ⅳ-3-2-① 大学内施設の管理担当者

Ⅳ－4 Ⅳ－4-1 Ⅳ-4-1-① 担任教員による指導記録、面談記録（非公開）

Ⅳ-4-1-② 学業不振者・再履修者への指導内容（非公開）

Ⅳ－4-2 Ⅳ-4-2-① 障害・特別支援対象学生の相談・支援手続

Ⅳ-4-2-② 授業・試験での配慮内容

Ⅳ-4-2-③ 特別支援に関する報告・協議内容（非公開）

Ⅳ－5 Ⅳ－5-1 ［再掲］Ⅰ-2-4-① 令和6年度卒業生アンケート結果報告書
Ⅳ-5-1-① 学生支援課・就職支援室の組織配置と役割

Ⅳ-5-1-② JASSO・本学独自支援制度の運用状況（非公開）
参考）和歌山リハビリテーション専門職大学 奨学金・特待生制度一覧
https://shinronavi.com/newschool/scholarship/6854

Ⅳ-5-1-③ 面談記録、就職実績データ（非公開）

Ⅳ－5-2 ［再掲］Ⅰ-1-1-① 学生便覧 p.67 委員構成、役割分担、対応フロー. ハラスメント防止規程
［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
Ⅳ-5-2-① 匿名含む相談件数・対応状況

Ⅴ Ⅴ－1 Ⅴ－1-1 ［再掲］Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

［再掲］Ⅱ-9-1-① 教育課程連携協議会 議事録
Ⅴ-1-1-① 教育課程連携協議会構成員名簿

https://wakayama.kyowa.ac.jp/wp-content/uploads/2024/06/HP_other_03_kyouikukatei_meibo_r6_05.pdf

Ⅴ－1-2 Ⅴ-1-2-① 教員資格及び教育内容等の自己評価書一式

・教員資格及び教育内容等の自己評価書（2024PT）
・教員資格及び教育内容等の自己評価書（2023PT）
・教員資格及び教育内容等の自己評価書（2024OT）
・教員資格及び教育内容等の自己評価書（2023OT）
https://wakayama.kyowa.ac.jp/information-disclosure/

Ⅴ－1-3 Ⅴ-1-3-①-1 自己点検評価報告書PT_2024

［再掲］Ⅰ-1-1-②



Ⅴ-1-3-①-2 自己点検評価報告書OT_2024

Ⅴ－2 Ⅴ－2-1 Ⅴ-2-1-①
公式HP「情報公開」ページ
　https://wakayama.kyowa.ac.jp/wp-
content/uploads/2025/09/shisetsu_setsubi_kenkyukankyou_access.pdf

Ⅴ－2-2 ［再掲］Ⅱ-9-1-① 教育課程連携協議会 議事録
［再掲］Ⅴ-1-1-① 教育課程連携協議会構成員名簿

https://wakayama.kyowa.ac.jp/wp-content/uploads/2024/06/HP_other_03_kyouikukatei_meibo_r6_05.pdf

Ⅴ－3 Ⅴ－3-1 Ⅴ-3-1- ① 教員選考規程

Ⅴ-3-2- ② 専任教員の任期更新審査基準

Ⅴ－3-2 ［再掲］Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

Ⅴ－3-3 ［再掲］Ⅰ-2-2-① 授業評価調査報告書

［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
Ⅴ-3-3-① 新たな教育方法の開発研究プロジェクト一覧

Ⅴ－3-4 ［再掲］Ⅰ-2-2-② FD・SD活動報告書
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